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（参考【図表 1、2】）。少子高齢化が急速に進展する中、全就業者数は 2020（平成 32）年には 2009（平成 21）











（平成 10）年の NPO法の施行以来、認証数累計は年々拡大し、2011（平成 23）年 11月末で 44,053となって

















（1）　 超高齢社会とは、高齢化率（65歳以上の人口が総人口に占める割合）が 21％以上の状況を言い、日本は 1970年（昭和
45年）に高齢化社会（高齢化率 7%～ 14%）に、1994年（平成 6年）に高齢社会（高齢化率 14～ 21%）に、2007年（平
成 19年）には超高齢社会となり、この 30数年の間に著しく高齢化が進んでいる。（内閣府『2008年版少子化白書』より）
（2）　 第 1回社会保障改革集中検討会議（2011.02.05）内閣官房社会保障改革担当室資料より。































の調査としては、財団法人 東京しごと財団が 2010（平成 22）年に公表した『第 2回 NPO法人と人材のマッ








た、同規模の調査として、翌 2005（平成 17）年に同団体で実施した、労働政策研究報告書 No60『NPOの有
給職員とボランティア－その働き方と意識－』の中で使われた「NPO活動と就業に関する実態調査」（2006）
がある。双方ともわが国の NPO法人の雇用実態をよく表しており参考となる。一方、高齢者雇用については、

















2013年 4月 1日に高年齢者雇用安定法の改正法が施行され、段階的に希望者全員を 65歳まで雇用すること
が企業に義務付けられることとなった。この 65歳までの再雇用義務付けに反発する意見として、高齢者雇用
を義務付けることで若年者雇用の機会が減少するのではないかとの声があがった。ただでさえ新規学卒者の雇
用環境は大変厳しいものとなっている。大卒者については、2011（平成 23）年 3月卒の就職率は 91.0％で調
査開始（平成 9年 3月卒）以来最低となっており、2012（平成 24）年 3月卒の求人倍率は前年度卒業者より
も低下（1.28→ 1.23）、ジョブサポーター（9）による大学ヒアリングでも多くの大学で内々定状況は前年度より
も低調となっている。高卒者については、2011（平成 23）年 3月卒の就職率は 95.2％で調査開始（昭和 52年





52年 3月卒）以来 2番目に低いものとなっている。平成 24年 3月卒業者の求人の出足（6月 20日の受理開始



































少傾向をたどり 06年では 187万人まで減少している。（『平成 19年版労働経済白書』）
（12）　 英国でつけられた言葉で、Not in Education, Employment or Trainingの略。教育、労働、職業訓練のいずれにも参加して









との問いに対して「働けるうちはいつまでも」が 41.1％で最も多く、次いで「65 歳ぐらいまで」が 25.6％、
「70 歳ぐらいまで」が 15.8％、「60 歳ぐらいまで」が 7.6％、「75 歳ぐらいまで」が 6.8％、「76 歳以上」が 1.7




上では 45.7％と最も高く、以下、「体力的に働くのはきついから」が総数で 34.7％、60 歳以上で 37.0％、「健
康がすぐれないから」が総数で 28.8％、60 歳以上で 28.6％、「条件に合う働くところがないから」が総数で
16.2％、60 歳以上で 15.2％との順になっている。（参考【図表 5】）
【図表３】就業率、平均引退年齢の国際比較化
出典 : 厚生労働省 [2011]『今後の高年齢者雇用に関する研究会報告書　参考資料』，p24
【図表４】退職希望年齢







歳以上で 23.8％と最も高く、以下、「体力的に軽い仕事であること」が総数で 18.4％、60 歳以上で 20.5％、「賃
金」が総数で 13.6％、60 歳以上で 10.1％、「勤務時間」が総数で 10.8％、60 歳以上で 8.6％などの順になって
いる。（参考【図表 6】）
【図表５】収入のある仕事をしていない理由　(３つまでの複数回答 )
出典 : 厚生労働省 [2008]『高齢者の地域社会への参加に関する意識調査結果（全体版）』，p35
【図表６】仕事を選ぶ際に重視する条件

















































































になっている。NPO法が施行された 1998（平成 10）年 12月 1日時点では 12分野であったが、2003（平成
15）年 5月 1日の改正 NPO法で 5分野が追加されて 17分野となり、2011（平成 23）年 6月 15日の改正でま
た新たに 3分野追加され、2012（平成 24）年 4月 1日からは 20分野にまで広がっている。（参考【図表 10】）
（17）　内閣府ホームページより https://www.npo-homepage.go.jp/data/portalsite/syok
【図表 10】NPO法人が活動できる 20分野（2012 年 4月 1日施行）
注：法律改正により、17 分野に追加された 3分野は、上記 4、5、20
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2011年 9月 30日までに認証を受けた 43,630の NPO法人のうち、最も多くの NPO法人が活動している分
野を見ると、2011（平成 23）年 9月 30日現在の 17分野において、（1）の「保健・医療又は福祉の増進を図
る活動」で 57.8％、第 2位が （17）の「前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又
は援助の活動」（いわゆる NPO法人による NPO法人に対するサポート活動）と（2）の「社会教育の推進を図



























































































































立行政法人 労働政策研究・研修機構が 2004年に行なった調査がある。労働政策研究報告書 No12『就業形態
の多様化と社会労働政策』において使われた「NPO法人における能力開発と雇用創出に関する調査結果報告」
（2004）である。これは 2003年 12月末時点の全国の全ての認証 NPO法人 14,003件を対象に調査を行なった
もので、回答数 3,501件（回収率 26％）、有効回答数 3,495件となっている非常に大規模な調査である。また
同規模の調査として、翌 2005年に同団体で実施した、労働政策研究報告書 No60『NPOの有給職員とボラン
ティア－その働き方と意識－』において使われた「NPO活動と就業に関する実態調査」（2006）がある。こち











































注：世代とは、若年層が 40 歳未満、壮年層が 40 ～ 59 歳、高年層が 60 歳以上を指す。
資料： 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 [2006]『NPOの有給職員とボランティア』，p24
【図表 18】学歴と活動形態























資料 : 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 [2006]『NPOの有給職員とボランティア』，p34
【図表 23】現在のNPOからの収入 （2004）の平均値








































































人の平均活動年数」も 3～ 4年であるため、まだまだ NPO法人での労働をメインとして生活していくには十
分な職場環境とはいえない。























最新の NPOの雇用に関する実態調査としては、愛知県が 2011（平成 23）年に公表した『NPO法人における
雇用と働き方～現状・課題・今後に向けて～』（緊急雇用対策 愛知県 NPO雇用状況等調査事業）がある。こ
の調査では、2010（平成 22）年 3月 31日までに愛知県から認証された全 NPO法人に対して調査を行なって




























































展を図る活動」である。所在地 東京都渋谷区道玄坂 代表者 鈴木政孝、会員数 90名、スタッフ数 有給常勤 4
名、有給非常勤 約 40名、無給常勤 0名、無給非常勤 0名 となっている（24）。
（22）　 ISFJ政策フォーラム 2009発表論文 [2009]『雇用のミスマッチ解消～定年退職者の再雇用政策～』
（23）　講演資料 [2005]『イー・エルダーの概要と現状認識、取り組み、提言』












いる。障害者団体では、もともと障害者の作業代は月に 1人 4,000円～ 5,000程度であり、子どもの小遣い程























































けて、2006（平成 18）年 4月 1日～ 2011（平成 23）年 3月 31日までの 5年間の指定管理期間を延長して、











　スタッフはセンター長含む日勤スタッフ（10時～ 17時）5名、夜勤スタッフ（17時～ 21時）4名の計 9名
である。原則的に毎週月曜日と年末年始以外は開館している。2011（平成 23）年 6月 1日現在の会員数は、

































































（平成 23）年度の第二回「NPO八王子会議」は、2012（平成 24）年 2月 25日に ～「新しい公共」、「協働」の



















になる。2011（平成 23）年 12月 16日時点で全国に 242の認定 NPO法人がある。認定 NPO法人は、2008（平
成 20）年 8月で 93法人、2010（平成 22）年 12月で 188法人、2011（平成 23）年 3月で 198法人と年々増加
している。今回の調査では 2011（平成 23）年 12月 1日の認定 NPO法人 236の認定 NPO法人の中から無作為





NPO法人の雇用実態の全国調査では、2004（平成 16）年、2006（平成 18）年に、独立行政法人 労働政策
研究・研修機構が行なった調査が詳しく、現状を分析して実態を伝えている。またこれらの全国調査より最近
の調査としては、2008（平成 20）年に千葉県が公表した、千葉県内の認証 NPO法人を対象に実施した「平成
19年度 NPO活動実態・意向調査報告書」（調査対象 1,455、有効回答 631（有効回答率 43.4％））、文部科学省
が 2009（平成 21）年に公表した、2008（平成 20）年度「再チャレンジのための学習支援システムの構築」事
業の一環として、産官学民・再チャレンジ学習支援協議会（事務局 :NPOサポートセンター）が行なった「再
チャレンジのきっかけとしての NPO雇用状況アンケート調査」（調査対象 2,500、有効回答 254（有効回答率
10％））、2010（平成 22）年に財団法人 東京しごと財団が東京都内の認証 NPO法人を対象に行なった「第 2回 
NPO法人と人材のマッチングに関する調査」（調査対象 6,445、有効回答 640（有効回答率 11.8％））、そして前
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述の 2011（平成 23）年に愛知県が公表した、県下の全 NPO法人を対象に行なった調査があり、NPO法人の
雇用をめぐる状況について分析が行なわれている。これらを見ると、たいていどの調査においても、NPO法
人の中でも、「保健、医療または福祉の増進を図る活動」を行なう団体の割合が約半数かこれ以上あり、財政








































  「有給で働く方（有給正職員や有償ボランティア等）」の平均人数は 11.8人、「無給で働く方（無給正職員
や無償ボランティア等）」の平均人数は 14.7人であった。しかし、回答の中には極端に大人数の職員が活動
している団体がいくつかあったため、各種実態調査を参考に、一般的な NPO法人の職員数を 5人として、






  「採用の意向あり」が 43％、「どちらでもない」が 33％、「採用の意向なし」が 24％であった。シニア層の
採用に前向きという割合が最も高いことがわかった。
6） 有給で 60歳以上採用に前向きな理由（選択式及び一部記述式） （複数回答可）
 　「採用の意向あり」と回答された方にその理由を質問したところ、最も多かった回答は、「これまでに培
ったスキルがある」という回答が 26％で最も高く、次いで、「労働時間や賃金について柔軟な設定ができる




 　「求める」という回答が 61％で圧倒的に多かった。次いで「特にこだわらない」が 31％、「求めない」は
8％のみであった。シニア層に対しては、これまで培ってきた専門性を期待されているようだ。
8） 有給で 60歳以上の採用者にどのような専門性を求めるか（選択式及び一部記述式） （複数回答可）
   最も多かった回答は、「その他」で 24％であり、その他の記述欄を見ると、その NPO法人の性質にあっ
た能力を求められている。例えば、障害者支援や福祉の経験、語学や芸術の知識や能力といった回答であ
る。二番目に多かったのは、「経営全般」で 22％、以下、「パソコンスキル」の 18％、「経理・税務」の 13
％が続く。
9） 有給で 60歳以上を採用をしない理由（選択式及び一部記述式） （複数回答可）
   「採用しない」と回答のあった方にその理由を質問したところ、「現在のところ必要がない」が最も多く
44％、二番目が「人件費がかかる」、「有効な求人手段がない」、「その他」の 11％であった。
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